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決 算 審 査 意 見 に つ い て 
 

 

地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第 項及び地方公営企業法（昭

和 年法律第 号）第 条第 項の規定に基づき、審査に付された平成

年度加賀市各会計歳入歳出決算及び証書類その他政令で定める書類を審査した

ので、次のとおりその意見を提出します。
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平成 年度 加賀市各会計決算審査意見

（公営企業会計を除く）

第１ 審査の対象

各会計歳入歳出決算等

平成 年度 加賀市一般会計歳入歳出決算

平成 年度 加賀市国民健康保険特別会計歳入歳出決算

平成 年度 加賀市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

平成 年度 加賀市介護保険特別会計歳入歳出決算

平成 年度 加賀市下水道事業特別会計歳入歳出決算

平成 年度 加賀山代温泉財産区特別会計歳入歳出決算

平成 年度 加賀山中温泉財産区特別会計歳入歳出決算

平成 年度 加賀市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算

上記各会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、

財産に関する調書

第２ 審査の期間

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで

第３ 審査の方法

各会計歳入歳出決算書及びその附属書類について、関係諸帳票及び関係書類との照

合点検を行うとともに、関係部局の説明を聴取し、計数の正確性、事務処理の合規性、

予算方針に示された行政効果などに意を用いて審査を実施した。

第４ 審査の結果

審査に付された各会計の歳入歳出決算書及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠

して作成されており、その計数は関係諸帳票と符合し、正確であり、また予算の執行

及び会計処理についてもおおむね適正に行われているものと認められた。
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第５ 審査意見

（１） 決算の状況

① 一般会計及び特別会計（７会計）

平成 年度の決算の状況は、次のとおりである。

 
形式収支 （歳入歳出差引額） と 実質収支 （形式収支－翌年度へ繰り越すべき財源） （単位：百万円） 

区 分 予算現額
歳 入

決算額

歳 出

決算額

歳入 歳出

差 引 額

形式収支

翌年度へ繰

り越すべき

財 源

実質収支
実 質

単年度収支

一般会計

当初予算

特別会計

当初予算

合 計

当初予算

※百万円単位未満を四捨五入して表示したため、合計額等に一致しない部分がある。

平成 年度の一般会計と特別会計を合わせた当初予算総額は 億 百万円であり、

前年度よりの繰越明許費繰越額 億 百万円と補正予算額 億 百万円を加えた

予算現額は 億 百万円である。

一般会計と特別会計を合わせた決算総額は、歳入が 億 百万円（前年度比 ％増）、

歳出が 億 百万円（前年度比 ％増）であった。

なお、決算総額には、一般会計と特別会計間で、繰入金・繰出金の重複額 億 百万

円が含まれており、これを控除した純計決算額は、歳入が 億 百万円（前年度比 ％

増）、歳出が 億 百万円（前年度比 ％増）である。

歳入から歳出を差し引いた形式収支は 億 百万円、形式収支から翌年度へ繰り越すべ

き財源 百万円を差し引いた実質収支は、 億 百万円の黒字（前年度は 億 百万円

の黒字）となった。

これを会計ごとに見ると、一般会計が 億 百万円の黒字、特別会計が国民健康保険特

別会計の 百万円の黒字を中心に、 億 百万円の黒字である。

なお、一般会計の黒字額 億 百万円のうち、億 百万円を財政調整基金に積み立て、

億 百万円は翌年度へ繰り越し、また、特別会計のうち国民健康保険特別会計は、 百

万円を介護保険特別会計は、 百万円をそれぞれの事業調整基金に積み立て、残金を国庫

精算返還金に充てる財源として翌年度へ繰り越した。
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実質単年度収支

一方、実質単年度収支（実質収支を前年度と差し引きした額に基金の積み立て、取り崩

しを考慮した収支）では、一般会計が 億 百万円の黒字であり、特別会計では 百万

円の黒字となった。会計ごとに主なものを見ると、国民健康保険が 百万円、介護保険が

百万円、加賀山代温泉財産区が 百万円、加賀山中温泉財産区が 百万円の黒字である。

市 債 
一般会計と特別会計を合わせた年度末における市債残高は、 億 百万円で、前年度

と比べ 億 百万円（ ％）の減である。

なお、病院事業会計 億 百万円（前年度比 億 百万円、 ％増）、水道事業

会計 億 百万円（前年度比 億 百万円、 ％増）を含む、全会計の総市債残高は、

億 百万円（前年度比 億 百万円、 ％増）である。

本年度の一般会計における市債借入額は、 億 百万円（借換債分 億 百万円を控

除すると 億 百万円の借入）であり、その主なものは、後年度に国より元利償還金全額

が交付税措置される臨時財政対策債が 億 百万円の起債、一般事業債等で 億 百万

円、合併特例債で 億 百万円を借り入れ、これらを小学校体育館の非構造部材耐震化工

事や小中学校の冷房化、道路改良・整備事業等の財源の一部として充てている。

また、その他に統合新病院建設事業への出資債で 億 百万円や山中温泉地区の過疎対

策としてソフト及びハード事業に充てられる過疎対策事業債では、加美谷線整備事業を含

め 億 百万円がある。

 
純負債と純収支

先に、単なる歳入と歳出の差額である「形式収支」 億 百万円に、翌年度へ繰り越す

繰越明許費を補正した「実質収支」 億 百万円に、それに前年度の決算収支の処分とし

ての基金の積み立て、取り崩しを補正したものを「実質単年度収支」 億 百万円として

いる。

しかし、本年度の基金繰り入れ繰り出し（いわば預金の積み増しや取り崩し）と市債残

高の増減（財源不足を借金で調整したもの）を含むものであって、持続可能性を踏まえた

真の実力ベースの「純収支」とは言えない。

そこで支払準備としての金融資産（手持ち資金）と市債残高を差し引いたものを「純負

債」とし、その純負債残高の年間増減額を「純収支」と定義することとする。

また、臨時財政対策債をはじめとする交付税措置を予定する市債は、実質的な市の負担

ではないとして、これを除外した場合の年度末純負債残高は 億円であり、前年度末

億円との差である本年度「純収支」は、 億円の黒字となる（純収支図）。

次の「実質純負債の推移」で示す通りグロスの純負債では、平成 年度 億円から

億円へ 億円改善し、また、交付税措置率を考慮した実質純負債は、平成 年度 億

円から 億円へと 億円（ ％）減と着実かつ大幅に改善してきている。
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14 16 16

13 13 13 11

純 収 支（企業会計を除く）

億円
（市債の交付税措置を除いた実質純負債で見た収支）

 
純収支は近年 11～13 億円以上黒字となっており、健全化を旨とした財政運営であると言える。 
 

54 63 74 84 93 100 106 112

546 551 561 564 563 559 554 547

492 488 487 480 470 459 448 435

177 163 147 131 118 105 92 81

-600

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

実質純負債の推移（企業会計を除く）

手持資金（形式収支＋基金残高）

市債残高

純負債（市債残高－手持資金）

交付税措置額を除いた実質純負債

億円

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

（67） （75） （88） （98） （108） （119） （128） （135）

( ) 内は市債残高の内、臨時財政対策債の残高である。

 

市債残高は、平成 24 年度より減少傾向にあるが、臨時財政対策債は毎年 10 億円程度増加

している。 

手持資金は、基金残高の増加により 112 億円に達し、実質純負債は昨年度より更に 11 億円

減少した。 
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② 一般会計 

歳 入 

・ 歳入決算額は、301 億 65 百万円（前年度比 79 百万円、0.3％減）であり、前年度と比

べ、地方消費税交付金、県支出金等が増加したものの、市税のほか、保育園保育負担金

等を含む分担金及び負担金、国庫支出金、市債などが減少した。 

予算との比較においては、市税、地方消費税交付金、地方交付税などの収入が上回り、

国庫支出金、県支出金、繰入金、市債などが下回った。 

なお、当初予算では、歳入不足分を財政調整基金の繰り入れで補うとしていたが、前

年度同様繰り入れを見送った。 

今年度の政策的措置による歳入面への影響として、保育料の 18 歳以下第 3子以降無料

化や制度改正等により、分担金及び負担金が前年度比約 1億 70 百万円減少している。ま

た、水と森のふるさと資金寄附金（ふるさと納税）が前年度比 96 百万円増である。 

・ 自主財源の歳入全体に占める割合は 36.5％で、前年度の 37.7％から 1.2 ポイント低下

したが、これは財産収入等が増加した一方で、それ以上に市債や国庫支出金が減少した

ためである。また、自治体の裁量で使用できる一般財源の、歳入に対する構成比率は、

69.9％である（前年度は 68.0％）。 

・ 歳入の根幹をなす市税は、前年度と比べて 2 億 82 百万円（3.0％）減少し、歳入全体

に占める割合は 30.4％となっている。現年度課税分の収納率は 96.6％であり、前年度に

比べ 0.4 ポイント上昇している。内訳を見ると入湯税において、収入済額、収納率とも

に増加が見られるが、固定資産税、都市計画税の収入済額が減少している。 

・ また、市税その他を含めた不納欠損の全体額は、1 億 42 百万円（前年度比 36 百万円、

34.2％増）で、前年度より増加している。 

収入未済額は、28 億 45 百万円（前年度比 23 百万円、0.8％減）減少しているが、依然

として高い水準にあり、その大部分は事業を停止した法人等の固定資産税の滞納額が占

めている。負担の公平性と自主財源確保のため、適正・公正な賦課・徴収を心がけ、滞

納処分等による収納率の改善に引き続き努力する必要がある。 

 

歳 出 

・ 歳出決算額は、292 億 51 百万円（前年度比 97 百万円、0.3％減）である。 

・ 予算現額と決算額の差額 21 億 63 百万円から、翌年度への繰越額 10 億 20 百万円を除

いた不用額は 11 億 43 百万円（前年度比 14 百万円増）であり、商工振興費（主に機械設

備貸与資金）、下水道事業特別会計への繰出金、電算管理費等で比較的大きな不用額が生

じている。 

・ 歳出決算額を前年度と比較すると、大きく減少しているものは、加賀市文化会館や加

賀体育館、中学校体育館の天井材等の耐震化事業の皆減による教育費の 4億 66 百万円の

減、道路改良事業費の減少等による土木費の 1 億 6 百万円の減、統合新病院建設事業に

対する出資金の減少等による衛生費の 2億 21 百万円の減などである。また、増加してい

るものは、プレミアム商品券事業費の皆増等による商工費の 1億 88 百万円の増、ふるさ
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と納税寄附金の返礼費用の増加やマイナンバー制度導入に係るシステム改修費等による

総務費の 億 百万円の増、借換債の増加等による公債費の 億 百万円の増、三温

泉観光誘客助成事業を含めた観光振興費で 百万円の増などである。

・ また、歳出のうち、性質別分類のひとつである義務的経費について見ると、これを構

成する扶助費は年々増加しているが、扶助費のほか人件費、公債費ともに増えている。

これら支出が義務づけられている経費（義務的経費）の歳出全体に占める割合は ％

となり、前年度に比べて ポイント増加している。なお、公債費の元となる市債の年度

末残高は、 億 百万円（前年度比 億 百万円、 ％減）であり、前年度に引き

続き減少している。

③ 特別会計

国民健康保険特別会計

・ 決算額は、歳入が 億 百万円（前年度比 億 百万円、 ％増）、歳出が

億 百万円（前年度比 億 百万円、 ％増）であり、形式収支は、 百万円の黒

字となっている。国庫精算返還金に充てる財源として、翌年度に繰り越す額 百万円を

差し引いた 百万円が実質的な黒字額である。

・ 保険税収入は、前年度と比較すると年間平均被保険者数（ 人、前年度比 人、

％減）の減少や保険税の軽減拡大により、 億 百万円（前年度比 億 百万円、

％減）減少した。

現年度課税分収納率は、 ％（前年度比 ポイント増）、滞納繰越分収納率が ％

（前年度比 ポイント増）となった。

・ 歳出の ％を占める保険給付費は、被保険者数の減少にもかかわらず 億 百万

円（前年度比 百万円、 ％増）となった。

保険加入者の総医療費 億円（一人当たり 万円）から、本人負担分等を差し引い

た、保険給付費 億円（一人当たり 万円）の財源の内訳は、保険税が 億円（一人

当たり 万円）であり、残り約 分 部分が国・県・市や他の健保団体（支払基金）の

負担金となっている。

また、年齢別に見ると 歳～ 歳の加入者数が全体の ％、医療費でも全体の

％と大きな比率を占めている。

・ 収入未済額は 億 百万円（前年度比 百万円、 ％減）、不納欠損額は、 百万

円（前年度比 百万円、 ％減）である。

後期高齢者医療特別会計

・ 決算額は、歳入が 億 百万円（前年度比 百万円、 ％減）、歳出が 億 百万円

（前年度比 百万円、 ％減）であり、歳入から歳出を差し引いた形式収支 百万円を、

翌年度へ繰り越している。

・ 後期高齢医療制度は、石川県後期高齢者医療広域連合が運営主体となっており、加賀

市の本会計は、保険料を徴収して広域連合に納める役割を担っているにすぎない。
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・ 保険料の現年度分の収納率は、 ％と前年度比 ポイント減少した。

・ 加賀市の平成 年度の後期高齢者医療の対象者（ 人）一人当たりの年間医療費

は 万円を超えており、医療費総額はおよそ 億円に達している。本人窓口負担が

割（高所得者は 割）で、残りを保険料（ 割）、国・県・市の負担金（ 割）、若年層の

社保・国保等からの支援金（ 割）で賄っている。

・ 市の一般会計からの支出を見ると、保険料の軽減対策としての繰り出し金が 億 百

万円、県広域連合へ療養給付費負担金として 億 百万円、その他を合わせて 億

百万円の支出である。 以下、医療費（事務費等を除く）にかかる概略図を示す。

 

介護保険特別会計

・ 決算額は、歳入が 億 百万円（前年度比 ％増）、歳出が 億 百万円（前年度

比 ％増）であり、歳入から歳出を差し引いた形式収支 百万円のうち介護保険事業

調整基金として 百万円を積立て、国庫支出金等返還金として 百万円を翌年度へ繰

り越している。

・ 介護保険料収入は、第 期介護保険事業計画（平成 ～ 年度）における保険料の増

額改定と被保険者数の増加に伴い、前年度と比べ ％増加し 億 百万円（被保険者

人一人当たり 円）となった。現年度分保険料の収納率は ％（前年度

比 ポイント増）であり、滞納繰越分（過年度分）の収納率は ％（前年度比

ポイント減）であった。

・ 保険給付費は、要介護認定者の増加や居宅サービス利用の増加が見られたものの、介

護報酬の減額改定等により、前年度と比べて 百万円（ ％）とわずかに増加し、

億 百万円（被保険者一人当たり 万円、要介護・要支援者一人当たり 万円）と

なった。この保険給付費は、負担割合に従って保険料 億円、他の健康保険等からの拠

出金 億円、国・県の負担金 億円、市の負担金 億円で賄っている。つまるところ、

給付費の半分の 億円が国・県・市の税でまかなわれている。

後期高齢者医療制度の理論上の財源

約１１１億円

病院窓口 現役世代からの 国・県・市の

での支払 ＋ 支  援  金 負  担  金

１割又は３割 ４割
５割

（ 国4:県1:市1の負担割合 ）

医   療   に   か   か   る   費   用

保険料

１割
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・ 収入未済額は 億円（前年度比 百万円、 ％増）となった。また、加賀市の第 号

被保険者に対する 歳以上の認定者数の割合は、 ％（平成 年 月末）であり、

県内集計 ％を ポイント下回っているが、今後もサービス利用者の増加が見込ま

れることから、保険料の収納率向上に努めるとともに、地域包括ケアシステム等により

介護予防を推進し、保険給付費の増加抑制を図る必要がある。

下水道事業特別会計

・ 決算額は、歳入が 億 百万円（前年度比 ％増）、歳出が 億 百万円（前年

度比 ％増）で、形式収支は 千円の黒字となるが、全額翌年度の財源として繰り越

すため、実質収支 円となっている。しかしながら、建設費の財源や市債償還の負担を

平準化するための財源を起債（ 億 百万円、借り換えを除くと 億 百万円）でま

かなった上で、一般会計からの繰入金（約 億円）にも大きく依存している実態にあり、

歳入総額に占める市債と繰入金の比率は、 ％となり、実質的には大幅な赤字と言え

る。

・ 下水道使用料は、収入済額 億 百万円（加入戸数当り年間 千円）で、その現年

度分収納率は ％で、前年度並みである。

・ 受益者負担金を含む収入未済額は、 百万円（前年度比 ％減）、不納欠損額 百

万円（前年度比 ％減）である。うち使用料収入について未済額は、 百万円（前年

度比 ％減）、不納欠損額は、 百万円（前年度比 ％減）である。

・ 公債費は、 億 百万円（前年度比 億 百万円、 ％増）で、元金償還は 億

百万円、利子償還は 億 百万円であり、歳出総額の ％を占めている。

・ 年度末における市債の残高は、 億 百万円で、前年度比 百万円（ ％増）増

加しており、依然として極めて高い水準にあることを考えると（公営企業を含む総市債

残高の ％）、今後もなお一層の経営改善に向けた努力が求められる。

・ 下水道事業は、市財政にとって大きなウエイトを占め続けており、しかも下水道普及

率 ％の現状にあっては、全体事業計画の見直しがかねてよりの懸案となっていたが、

平成 年度に見直し案が検討されたことは、大変重要な一歩である。

この見直し案では、公共下水道整備区域を半減させる一方で、平成 年度より着手し

ている合併処理浄化槽設置助成の対象区域をさらに倍増させ、現計画では既に実現不可

能といえる公共下水道の整備区域を大幅に縮小する方向性が示されている。

そうなれば、全体事業の合理化と将来に向かっての健全経営が進むことで、住み良い

まちときれいな水を未来に残す目的に沿った事業の進展がさらに見込まれる。今後はこ

の見直し案を成案にし、着実に成果につなげてもらいたい。

また、老朽化した加賀市浄化センター（片山津）の更新時期が迫っており、平成 年

度実施した「下水道処理区統合検討」結果に基づき、より合理的で将来負担の少ない整

備方針を早急に市民に示していくことが必要である。



－ 9－
 

加賀山代温泉財産区特別会計

・ 決算額は、歳入が 億 百万円（前年度比 百万円、 ％増）、歳出が 億 百万

円（前年度比 百万円、 ％減）であり、歳入から歳出を差し引いた形式収支、実質収

支とも 百万円の黒字となり、その全額を基金に積み立てた。

・ 利用者数は、総湯は減少傾向が続いていたものの、平成 年度は増加に転じている。

古総湯については、利用者数は極めて低い水準で推移していたものの、やや増加傾向が見

られてきているが、財産区の財産としてだけでなく、観光面での利活用の期待値は依然と

して大きいところである。古総湯の利用促進について、いくつかの検討もしくは提案がな

されているが、具体的な進展は今のところ見えていない。観光協会等とも連携し抜本的な

対策を講じられたい。

加賀山中温泉財産区特別会計

・ 決算額は、歳入が 億 百万円（前年度比 ％減）、歳出が 億 百万円（前年度

比 ％減）であり、歳入から歳出を差し引いた形式収支は、 百万円（前年度比 百万

円の増）の黒字であった。

・ 菊の湯事業において、近年利用料収入はほぼ同水準を確保しているものの、事業費は

やや増加傾向にあり、そのため山中温泉地域振興基金からの繰り入れは、増加傾向にあ

る。繰入額を予算と比較すると 百万円に対して、 百万円を基金から繰り入れている。

なお、黒字となった理由は浴場に係る光熱水費等の施設管理費が減少したことによる。

・ 地域の利用者が年々減少するなかで、基金に依存した経営では数年のうちに基金の枯

渇が懸念される。今後は厳しい事業運営が迫られるが、地域の実情にそった代替措置に

工夫を凝らし、収入の確保と経費の削減に努めつつ、地域の財産を守り利用者に視点を

おいた計画的な対応に取り組まれたい。

土地区画整理事業特別会計

・ 決算額は、歳入歳出とも 百万円（前年度比 ％減）となった。これは長谷田西地

区の事業当初の起債償還の一部が完済したことが主な要因である。

・ 長谷田西地区では、 区画の保留地処分があり、分担金及び負担金は 百万円（前年度

比 ％減）となり、一般会計からの繰入金は、 百万円（前年度比 ％減）となっ

た。未処分区画は 区画である。

・ 橋立地区では、前年度の工事完了にともない平成 年度は事業の清算事務のみを行っ

た。

・ 年度末における市債の未償還残高は、 百万円（前年度比 ％減）であり、そのう

ち長谷田西地区分は、 百万円（前年度比 ％減）、橋立地区分は、 百万円（前年

度比 ％減）となった。毎年の償還金の多くが一般会計からの繰入金でまかなわれてい

ることから、長谷田西地区の保留地に加え、橋立地区の保留地についても、早期に処分

または利用を図られたい。
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④ 主な財政指標について

財政基盤の強さを示す「財政力指数」（指数 に近い方が強い）は、ほぼ前年度並みの

（前年度比 ポイント増加）、財政構造の弾力性を示す「経常収支比率」は、地方消費

税交付金等の増収により ％（前年度比 ポイント減少）となった。

公債費の内の交付税措置される公債費を除いた、元利償還金の財政負担状況等を示す「実

質公債費比率」は ％（前年度比 ポイント減少）である。

財政力指数、経常収支比率及び実質公債費比率は、ともに改善された。 
 

（２） 意 見

先に見た純収支や純負債残高の推移（４頁）、及び財政健全化比率の推移（１８頁）が示

すとおり、平成 年合併以降、概ね健全な財政運営がなされており評価するところである。

また、財政の健全度を示す財政指標においても、妥当な範囲内にあると考えるが、指数の

傾向を大局的に捉えることが重要である。

以上の事を念頭に置いたうえで次の幾つかの点について意見を述べたい。

歳入において、主に政策的措置により増額したものは、財産収入が旧菅谷小学校の財産処

分による増加等で約 億円、寄附金がインターネットを活用したふるさと納税（水と森のふ

るさと資金寄附金）の増加等で 億 百万円となった。一方、政策的措置により減額した

ものは、分担金及び負担金が保育料の 歳以下第 子以降無料化による減額等で 億 百

万円であり、歳入減を伴う施策に対して、積極的に歳入増に努めた結果として評価するもの

である。財産処分等は臨時収入でもあるので、恒久的な財源確保について今後もさまざまな

可能性を検討して頂きたい。特に「ふるさと納税」は、職員の創意工夫で増えるものであり、

また返礼品の種類によっては、これをきっかけに当市を訪問する人も増えることが考えられ

るから、地元産業に対する波及効果も有る。この制度については、種々問題が指摘されてい

るが、有数の観光地を擁する当市としては、積極的に試みてほしい。

市税は言うまでもなく歳入の基幹部分である。当市においてはバブル崩壊以降滞納額が累

増していた時期もあったが、近年、担当者の様々な取り組みにより現年度収納率は毎年改善

してきており、大いに評価したい。一方、過年度分の収入未済額（滞納繰越額）は現在

億円以上に累積しており、危惧するところであるが、部内で恒常的に法的措置の研究を行い、

効果的な対応を試みることで、早期に整理されるよう努められたい。

形式収支においては、財政規律に則った抑制的な財政運営がなされており、一般会計・特

別会計を含め、ほぼ昨年度並みの 億円の黒字となった。そのうち 億円を基金に積み増

し、 億円を次年度に繰り越した。

基金については、中期財政計画（平成 年度修正版）において数値目標（ 億円以上）

が示されており、使途については合併後の交付税一本化算定による交付税減額や、北陸新幹

線加賀温泉駅周辺整備などに備えるための財源とされている。しかしながら、年度末残高は

財政調整基金で 億円、一般会計合計で 億円、特別会計を含めると 億円を超えてお

り、特に財政調整基金は中期財政計画の数値目標の 倍以上に積み上がっている。「将来へ
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の備え」を適正に見込んだうえで財政計画を見直すと共に、投資の必要性と需要喚起を見極

めたうえで積極的に基金を運用してもらいたい。

また、予算執行については、財務規則に基づいて適正に執行されているものと思われるが、

限られた財源の有効利用の観点からも、公平公正な競争原理が働くような契約事務執行に努

められたい。

平成 年 月に公表された公共施設マネジメント計画においては、人口減少や少子高齢

化を見据えた公共施設管理のあり方を示したが、具体的計画は個別の施設ごとに検討される

こととなっている。今現在、検討されている主な取り組みとしては、公立保育園の統廃合計

画と小学校の統廃合計画がある。これらの計画推進にあたっては、市民に対する丁寧な説明

と理解が必須であり相当に困難を伴うものと思われるが、その際、コスト面を前面に出すの

ではなく、社会環境の変化に対応した公共施設の管理方法を供に考える方向で対処してほし

い。また、不要になった施設は民間活用の検討や、再利用の見込めない施設は早急に取り壊

すなどして環境保全にも配慮頂きたい。

市の財政は、地方交付税や国・県の補助金や交付金などを通じて上部団体の財政状況と深

く関連している。後載の参考図（１３頁）が示すように、国及び地方の長期債務残高は既に

兆円を超え、ＧＤＰ比 ％にも達している。このような状況については様々な議論

があるところであるが、市政運営の参考にあげておく。

（注） 審査意見の文中及び後載の表は、原則として百万円単位又は億円単位で表示し、単位未満は四捨五

入した。
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（３）国・県・市の債務状況

① 国の一般会計における歳出・税収・国債発行額の推移  
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② 国の社会保障給付費と保険料収入の推移
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③ 国債残高と県債・市債残高の推移
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参考 財政制度等審議会 平成 年度予算編成に関する資料、石川県「財政のあらまし（平成 年 月）」

一人当たりの債務残高（万円）
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加賀市（一般会計） ５３

加賀市民 合計 ７９７ 全国民平均 ７９６
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（４）基金残高の推移（各年度５月３１日現在）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

福祉基金

国際交流基金

農林業活性化基金

九谷焼技能後継者育成基金

山中伝統漆器後継者育成基金

三森良二郎奨学基金

奨学基金

紙谷用水路管理基金

山中温泉地域振興基金

山中温泉医療センター基金

まちづくり振興基金

環境基金

職員退職手当基金

環境美化センター施設整備基金

産業人材育成基金

交通安全基金

学校施設整備基金

美術品等購入基金

国民健康保険出産費
資金貸付基金

国民健康保険特別会計

加賀山代温泉財産
区 特 別 会 計

加賀山中温泉財産
区 特 別 会 計

※千円単位未満を四捨五入して表示したため、合計額等に一致しない部分がある。

会計区分
年　　度　　末　　現　　在　　高

基　金　名

財政調整基金

減債基金

介護保険特別会計

加賀山代温泉財産区事業調整基金

加賀山中温泉財産区事業調整基金

そ
の
他
特
定
目
的
基
金

国民健康保険事業調整基金

合　　　　　　　　　　計

一 般 会 計

一般会計合計

定額
運用
基金

介護保険事業調整基金

介護保険財政安定化基金

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

特別会計の基金 

その他一般会計の基金 

減債基金 

財政調整基金 

百万円
基金残高の推移
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第６　決算の概要等

（単位：千円、％）
一般会計からの繰出金（各特別会計繰入金）

・表中の一般会計からの繰入金のほか、平成26年度介護保険特別会計には、介護保険財政安定化基
金からの繰入金 2,289千円があり、平成26年度加賀山代温泉財産区には、加賀山代温泉財産区事業
調整基金からの繰入金 千円がある。

・加賀市には一般会計のほか、特定の事業を行うため又は特定の歳入をもって特定の歳出に充てるため、
　国民健康保険特別会計など ７特別会計を設置して、その経理の明確化を図っている。

△ 45.3

加賀山中温泉財産区

合　　　　　計

土地区画整理事業 △ 16,402

加賀山代温泉財産区

△ 18.5△ 2,500

後期高齢者医療

下 水 道 事 業

介 護 保 険

27年度－26年度 増減率

国 民 健 康 保 険

会　　　　　計 平成２７年度
歳入に占
める割合

平成２６年度
歳入に占
める割合

・一般会計は歳入歳出差引額が9 千円で、その内翌年度へ繰越される事業費に充てる財源 3,
 千円及び財政調整基金への積立額 ,000千円を差し引いた4 千円が翌年度繰越額となる。

・国民健康保険特別会計の翌年度繰越額 90,000千円は、28年度に予定している国庫精算返還金の財源
 である。

・介護保険特別会計の翌年度繰越額49,742千円は、国庫支出金等返還金の財源である。

・国民健康保険・介護保険・山代温泉財産区、加賀山中温泉財産区の各特別会計は、歳入歳出差引残額
 の一部又は全部を基金に積み立てた。

１ 一般会計、特別会計
（単位：千円、％）

予算現額 歳入決算額 収入率 歳出決算額 執行率
歳入歳出
差引額

繰越明許費
繰越額

基 金
積立額

翌年度
繰越額

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

下 水 道 事 業

加賀山代温泉財産区

加賀山中温泉財産区

土 地 区 画 整 理 事 業

小　　　計

 会　　計

一 般 会 計

特
　
別
　
会
　
計

合　　　　計
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（単位：千円）

（単位：千円）

・(  ) は、借換債を除いた数値である。

・老人保険制度（65歳以上）は、平成１９年度制度廃止、平成２２年度に特別会計を廃止した。

会計別歳入額・歳出額 （推移）

国民健康保険

老 人 保 健

後期高齢者医療

区　分 

 会　計

一　般　会　計

土地区画整理事業

加賀山代温泉財産区

加賀山中温泉財産区

下水道事業

特

別

会

計

介 護 保 険

合　　　　計

合　　　　計

区　分 

一　般　会　計

特

別

会

計

下水道事業

加賀山代温泉財産区

老 人 保 健

国民健康保険

小　　　計

小　　　計

介 護 保 険

土地区画整理事業

平成25年度

歳 出 額

平成26年度 平成27年度平成22年度 平成23年度 平成24年度

加賀山中温泉財産区

 会　計

後期高齢者医療

平成27年度平成22年度

歳 入 額

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

億円

歳入額

歳出額
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（単位：千円）

内

（ ）

（単位：千円）

内

（ ）

分担金負担金・
使用料手数料

分担金負担金・
使用料手数料

区　分 

一 般 会 計

加賀山代温泉財産区

 会　計

下水道事業

土地区画整理事業

平成22年度

収 入 未 済 額

平成23年度 平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度

平成24年度

不 納 欠 損 額

平成26年度平成25年度平成23年度

区　分 

一 般 会 計

平成27年度 会　計 平成22年度

合　　計

特

別

会

計

後期高齢者医療

介 護 保 険

加賀山中温泉財産区

国民健康保険

特

別

会

計

土地区画整理事業

国民健康保険

後期高齢者医療

介 護 保 険

合　　計

（ 市 税 ）

（ 市 税 ）

 固定資産税・
 都市計画税

 固定資産税・
 都市計画税

加賀山中温泉財産区

会計別不納欠損額・収入未済額 （推移）

下水道事業

加賀山代温泉財産区

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

億円

収

入

未

済

額

不

納

欠

損

額



－ 18 －

財政指数等の状況（推移）

◉標準財政規模 市が標準的な状態で通常収入されるであろう一般財源の大きさで、次の算式で計算
され、実質収支比率、実質公債費比率及び将来負担比率などの分母となる数値。
　〔標準税収入額等（10,432,974）＋ 普通交付税額（6,627,985）＋ 臨時財政対
策債発行可能額（1,345,677）〕

◉財政力指数

　【財政指数の説明】   　※説明文中の（　）数字は、平成27年度の千円単位の数値

基準財政収入額（市の財政力を一定の方法で合理的に算定した額）を基準財政需要
額（市の財政需要を一定の方法で合理的に算定した額）で除した数値の 3ヵ年平均
値。この数値が１に近いほど財源に余裕があり財政力が強く、１を超えた場合は普
通交付税の不交付団体となる。
〔基準財政収入額（8,203,110）÷ 基準財政需要額（14,290,862）の3ヵ年平均〕

◉経常収支比率 経常一般財源総額（地方税、普通地方交付税、地方譲与税などや臨時財政対策債発
行額）のうち、経常経費（人件費、扶助費、公債費など）に充当された一般財源の
比率で表される。この比率が小さいほど一般財源が豊かで、財政構造が弾力性に富
んでいるとされている。
〔経常経費充当一般財源（16,984,321）÷ 経常一般財源総額（18,666,231）〕

◉実質収支比率 標準財政規模に対する実質収支額（歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源
を差し引い た額）の割合。 実質収支が黒字の場合は正数で、赤字の場合は負数で
表される。実質収支の額の適否を判断する指標であり、大きければ良いというもの
ではなく、一般的には3～5%程度が望ましいとされている。
〔一般会計実質収支額（909,949）÷ 標準財政規模（18,406,636）〕

◉実質公債費比率 借入金、利子の支払いである公債費による財政負担の程度を示す指標で、従来の起
債制限比率には反映されていなかった公営企業や特別会計の公債費への一般会計繰
出金や債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものなども準元利償還金と
して経費算入している。 18%以上だと、地方債の発行に国の許可が必要となり、
25%以上になると一般事業の起債が制限される。

◉将来負担比率 一般会計の地方債残高のほか、債務負担行為に基づく将来支出予定額、公営企業等
の地方債残高のうち一般会計が繰出金で負担する見込額など、現時点で想定される
将来の負担総額が、標準財政規模の何倍あるのかを指標化したもの。一般の家計に
例えれば、借金の総額が給与収入の何年分に相当するのかを表す。この比率が高い
と、将来的に財政が圧迫される可能性も高いということになる。一般市の早期健全
化基準は350%となっている。

将 来 負 担 比 率 ％

実質公債費比率（3ヵ年平均） ％

実 質 収 支 比 率 ％

経 常 収 支 比 率 ％

標 準 財 政 規 模 百万円

区　　　分 単位 平成22年度 平成23年度

    財政力指数 （単年度）

財政力指数 （3ヵ年平均）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
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歳　　入

(1)　一  般  会  計 （単位：千円、％）

・（　）は、借換債（平成27年度 千円）を除いた数値である。

・自主財源は ○付数字の款で、それ以外は依存財源である。

・一般財源とは、市の裁量で使用できる財源（市税、地方交付税、地方消費税交付金など）。

・特定財源とは、使い道が指定されている財源（国・県からの補助金、市債、使用料など）。

収 入 済 額 の 款 別 構 成 比

収入済額の
前年度との比較対調定

収入未済額
収入率

対予算

△ 78,541

収入済額予算現額 不納欠損額調定額

（単位：千円、％）

年度　

  款 別 収入済額 構成比率 収入済額 構成比率 差引額 構成比率
(△ 0.5)

△ 0.8

(△ 0.1)

△ 0.1

(△ 0.5)

△ 0.4

(△ 0.1)

△ 0.1
(△ 0.1)

△ 0.2

(△ 704,800) (△ 2.2) (△ 22.0)

△ 341,692 △ 1.1 △ 10.4

(△ 441,649) (△ 1.5)

△ 78,541 △ 0.3

(△ 0.8)

△ 1.2

(△ 54,993) (△ 0.3)

(△ 954,515) (△ 2.7) (△ 9.9)
△ 591,407 △ 1.9 △ 6.1

△ 3.4

依 存 財 源

歳 入 合 計

自 主 財 源 △ 386,656

△ 9,619 △ 2.4⑳

市 債

諸 収 入

△ 45,119 △ 8.9

△ 7.5

⑲

△ 3,063⑱

⑯ 財 産 収 入

⑰ 寄 附 金

繰 入 金

県 支 出 金

△ 105,325 △ 2.2

△ 36.3

⑬ △ 8,147 △ 2.0

△ 169,873⑫

△ 11,587

地 方 特 例 交 付 金 △ 553 △ 2.1

△ 0.2地 方 交 付 税

ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

自 動 車 取 得 税
交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

平成２６年度平成２７年度

①

地 方 譲 与 税

△ 281,855市 税

繰 越 金

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

増減率
2７年度－2６年度

△ 19.3

△ 3.0

△ 4,237

△ 11,799 △ 22.1

特 定 財 源

一 般 財 源
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（単位：千円）

・固定資産税には、国有資産等所在市町村交付金・納付金を含む。

市 税 収 入 額 （ 推 移 ）

平成23年度 平成27年度平成26年度平成25年度

市民税（個人）

税　　目 平成24年度平成22年度

市民税（法人）

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

入 湯 税

市 た ば こ 税

歳 入 の 構 成 （ 推 移 ）

都 市 計 画 税

計

（単位：千円）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

・依存財源…自主財源以外の地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金などをいう。

内
訳

自主財源

・自主財源…市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入をいう。

区　分

依存財源

歳 　 入

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

億円 自主財源 依存財源

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

億円

都市計画税

入湯税

市たばこ税

軽自動車税

固定資産税

市民税（法人）

市民税（個人）
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（単位：％）

・固定資産税は、国有資産等所在市町村交付金を除いた固定資産税。

市 民 税 （ 個 人 ）

市 民 税 （ 法 人 ）

平成１９年度

固 定 資 産 税

平成２３年度平成２１年度

主な市税の収納率推移（現年度分）

平成２０年度税　　     目

入 湯 税

平成２２年度

都 市 計 画 税

軽 自 動 車 税

平成２４年度

市税の現年度課税・滞納繰越分収納率（推移）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

現年度課税分 滞納繰越分 合計

（単位：％）

現 年 度 課 税 分

区　　　　分 平成22年度 平成23年度 平成24年度

滞 納 繰 越 分

平成27年度平成26年度平成25年度

合　　　　　　　　計

（単位：％）

・固定資産税は、国有資産等所在市町村交付金を除いた固定資産税。

都 市 計 画 税

入 湯 税

軽 自 動 車 税

固 定 資 産 税

市 民 税 （ 法 人 ）

平成27年度

市 民 税 （ 個 人 ）

税　　     目 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
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(2)　特  別  会  計

（単位：％）

滞 納 繰 越 分

合　　計

平成2７年度平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

合　　計

介

護

後
期
高
齢

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

現 年 度 分

項　　目

国

保

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

合　　計

①国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料の収納率（推移）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 ７年度

後期高齢

介 護

国 保

現 年 度 分 収 納 率
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（単位：千円）

― ― ― ―

（単位：千円）

   借換債 55,440千円を除く

②下水道事業特別会計

③土地区画整理事業特別会計

―  

―  

市債の借入額、元金償還額及び未償還残高

建 設 費

年 度 内 借 入 額

年度内元金償還額

年度末未償還残高

年度内元金償還額

平成25年度項　　　目 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成26年度 平成27年度

年 度 内 借 入 額

年度末未償還残高

・借換債発行額

―  

平成26年度項　　　目

―  

平成27年度

―  ―  

平成23年度平成22年度

市債の借入額、元金償還額及び未償還残高

借 換 額 除 く

借 換 額 除 く ―  

平成25年度

―  

平成24年度

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

未
償
還
残
高
（
億
円
）

借
入
・
償
還
額
・
建
設
費

借入額：借換額除く 元金償還額：借換額除く

建設費 年度末未償還残高

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

未
償
還
残
高
（
億
円
）

借
入
・
償
還
額
（
億
円
）

年度内借入額 年度内元金償還額 年度末未償還残高

（
億
円
）
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歳　　出

　・公債費とは、市債の元金及び利子の償還に要する経費をいう。

　・物件費等とは、物件費・維持補修費・負担金・補助交付金及びその他の経費以外の経費をいう。

　・臨時職員等の賃金は、人件費ではなく物件費に計上されている。

　・その他の経費とは、積立金・投資及び出資金・貸付金・繰出金をいう。

　・投資的経費とは、普通建設事業費・災害復旧事業費からなる。

　・人件費とは、職員給与費・地方公務員共済組合等負担金・退職金・委員等報酬・議員報酬等からなる。

　・扶助費とは、社会保障制度として生活困窮者・児童・老人・心身障がい者等を援助するために要する経費。

歳出の性質別決算額 及び 構成比の状況（推移）

（単位：千円、％）

構成比決 算 額

区　　　　分

決 算 額 構成比

平成22年度 平成23年度

決 算 額 構成比

平成27年度平成24年度

決 算 額 構成比構成比決 算 額

平成25年度

決 算 額 構成比

平成26年度

         合       計

    投 資 的 経 費

義
務
的
経
費

    人    件    費

    扶    助    費 

    公    債    費

          小       計

    物   件   費  等

    その他の 経 費

□その他の ■投資的
経費 経費

15.2% 

16.9% 

15.5% 

16.3% 

15.9% 

16.5% 

20.5% 

21.3% 

22.6% 

23.4% 

23.0% 

23.9% 

13.2% 

12.3% 

13.0% 

13.3% 

13.3% 

13.9% 

22.1% 

20.8% 

20.4% 

21.0% 

22.0% 

22.8% 

13.2% 

16.9% 

15.9% 

15.7% 

14.9% 

14.6% 

15.8% 

11.8% 

12.6% 

10.3% 

10.9% 

8.3% 

平成22年度 

平成23年度 

平成24年度 

平成25年度 

平成26年度 

平成27年度 

      
 

歳 出 の 性 質 別   構 成 比 

□人件費 ■扶助費 □公債費 ■物件費等

(億円) 
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  （１） 特別会計及び企業会計における 一般会計及び各基金からの繰入金

平成２７年度 平成２６年度 増    減

△ 3,178
その他繰入金

事務費繰入金
△ 3,518

△ 766
△ 6,153

△ 1,006

事業調整基金繰入金
△ 2,289

一般会計繰入金

△ 207

△ 599
△ 4,565

事業調整基金繰入金 △ 450
△ 2,500

事業調整基金繰入金
△ 16,478

△ 16,402

△ 216,973

 収益的収入 △ 8,200
 資本的収入

△ 3,442
 収益的収入
 資本的収入 △ 21,674

△ 11,034
 収益的収入
 資本的収入 △ 204,400

△ 202,497

△ 34,709
△ 580

△ 35,289

  （２） 地 方 債 集 計
（単位：千円）

平成26年度末残高 年度中借入額 年度中元金償還額 平成27年度末残高 増       減

△ 723,328

△ 26,580

△ 682,952

△ 286,515

△ 114,672

水 道 事 業

合        　　計

下 水 道 事 業

土 地 区 画 整 理 事 業

小        　　計

加 賀 市 民 病 院

山中温泉医療センター

統 合 新 病 院

小 計

水 道 事 業
      収益的収入
      資本的収入

会        　　計

一 般

  計

介護保険財政安定化基金繰入金

低所得者保険料軽減繰入金

病 院 事 業

繰
入
金

合　　 計

加 賀 市 民
病 院

山 中 温 泉
医 療 セ ン タ ー

統 合 新 病 院

小 計

小 計

加賀山代温泉財産区

加 賀 山 中 温 泉
財 産 区

土 地 区 画
整 理 事 業

一般会計繰入金・長谷田西
一般会計繰入金・橋立

一般会計繰入金 : 山中温泉地域振興基金繰入金

介護予防・日常生活支援総合事業繰入金

下 水 道 事 業

公共下水道費繰入金
流域下水道費繰入金
農業集落排水施設費繰入金
小規模集合排水処理事業費繰入金
合併処理浄化槽費繰入金

介 護 保 険

一般会計繰入金
保険基盤安定繰入金

介護給付費繰入金
介護予防事業費繰入金
包括的支援事業費繰入金
職員給与費繰入金
事業費繰入金

２ 参 考 資 料

会     計 　内　　　　　容

国 民 健 康 保 険

一般会計繰入金
総務管理費繰入金
保険基盤安定費繰入金
出産育児費繰入金
財政安定化支援事業費繰入金

（単位：千円）

小 計

（内　一般会計繰入金のみ）
合　　　　　　計

小 計

小 計

事業調整基金繰入金

後 期 高 齢 者
医 療

一般会計繰入金

広域連合事務費繰入金
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款 項 目 科 目 名 予算現額 支出済額 支出率 予算現額 支出済額 支出率 支出済額 支出率

議 会 費

△ 7.3

△ 8.6

一 般 管 理 費

人 事 管 理 費 △ 0.1

文 書 管 理 費

広 報 広 聴 費 △ 22,041 △ 40.8

財 政 管 理 費 △ 1,069 △ 6.7 △ 25.3

会 計 管 理 費 △ 1.1

財 産 管 理 費

企 画 費 △ 28.8

電 算 管 理 費 △ 6.1

公 平 委 員 会 費 △ 80 △ 24.8

防犯交通安全対策費

ま ち づ く り 振 興 費 △ 8,976 △ 3.3

男女共同参画推進費

都 市 親 善 交 流 費 △ 9.8

山 中 温 泉 支 所 費 △ 38,749 △ 0.4 △ 15.7

諸 費 △ 47,968 △ 55.8

税 務 総 務 費

賦 課 徴 収 費

戸籍住民基本台帳費 △ 12.6

△ 9,953 △ 21.8

選挙管理委員会費

選 挙 費 △ 14,623 △ 42.2

統 計 調 査 総 務 費 △ 3 △ 18.8 △ 20.0

統 計 調 査 費

監 査 委 員 費 △ 0.2

△ 1.3

△ 3.7

社 会 福 祉 総 務 費 △ 115,990 △ 40.1 △ 20.8

心身障害者福祉費

高 齢 者 福 祉 費 △ 13,308 △ 9.6

国 民 年 金 費 △ 1,013 △ 15.5

社 会 福 祉 施 設 費 △ 69,399 △ 1.9 △ 64.8

国民健康保険事業費

介 護 保 険 事 業 費

後期高齢者医療費

△ 0.5

児 童 福 祉 総 務 費 △ 21,774 △ 0.8 △ 1.4

母 子 福 祉 費 △ 1.3

保 育 園 費 △ 0.4

児 童 福 祉 施 設 費 △ 0.5

ひとり親家庭福祉費 △ 3,835 △ 1.2

△ 8,657 △ 0.5

生 活 保 護 総 務 費 △ 4,053 △ 4.2

生 活 保 護 扶 助 費 △ 4,604 △ 0.3

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

総務費

総務管理費

徴税費

選挙費

統計調査費

民生費

 （３） 一般会計 歳出科目別 執行状況
（単位:千円）

科　目 ２７年度 ２６年度 27年度－26年度 支出済額
増 減 率
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款 項 目 科 目 名 予算現額 支出済額 支出率 予算現額 支出済額 支出率 支出済額 支出率

科　目 ２７年度 ２６年度 27年度－26年度 支出済額
増 減 率

△ 220,707 △ 7.4

△ 208,159 △ 13.0

保 健 衛 生 総 務 費

健 康 管 理 推 進 費 △ 11,006 △ 11.6

予 防 費

病 院 費 △ 216,973 △ 18.1

診 療 所 費 皆増

環 境 衛 生 総 務 費 △ 0.5

環 境 美 化 費 △ 240 △ 1.5

環 境 保 全 対 策 費

墓 地 公 園 費 △ 2,733 △ 30.9

自 然 環 境 施 設 費 △ 3,406 △ 9.2

飲料水供給施設費 △ 23,897 △ 4.4 △ 78.6

△ 25,430 △ 2.4

清 掃 総 務 費 △ 11,797 △ 1.9 △ 21.7

塵 芥 処 理 費 △ 13,633 △ 1.4

小松加賀環境衛生事務組合費 △ 3,387 △ 3.5

△ 766 △ 7.7 △ 12.6

△ 766 △ 7.7 △ 12.6

労 働 福 祉 費 △ 766 △ 7.7 △ 12.6

農 業 委 員 会 費 △ 2,241 △ 21.5

農 業 総 務 費

農 業 振 興 費 △ 3,001 △ 3.1 △ 2.8

農 地 費

△ 6,530 △ 1.5 △ 12.5

林 業 総 務 費

林 業 振 興 費 △ 7,378 △ 4.9 △ 22.4

水 産 業 振 興 費

商 工 総 務 費

商 工 振 興 費

公 設 市 場 費 △ 622 △ 61.0 △ 67.1

△ 8.0

観 光 総 務 費

観 光 振 興 費 △ 11.8

観 光 施 設 費 △ 3.6

△ 105,617 △ 2.5 △ 3.8

土 木 総 務 費 △ 13,784 △ 7.5

△ 85,455 △ 3.8 △ 7.5

道 路 維 持 費 △ 3.6

雪 害 対 策 費 △ 3.9

道 路 新 設 改 良 費 △ 79,323 △ 4.4 △ 11.8

橋 梁 維 持 費

橋 梁 新 設 改 良 費 △ 45,912 △ 16.4 △ 54.2

交 通 安 全 施 設 費

△ 3,450 △ 15.4

河川下水路維持費

河川下水路改良費 △ 5,800 △ 2.8 △ 62.4

商工費

商工費

観光費

土木費

道路橋梁費

河川費

清掃費

労働費

労働諸費

農林水産業費

農業費

林業費

衛生費

保健衛生費

環境衛生費
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款 項 目 科 目 名 予算現額 支出済額 支出率 予算現額 支出済額 支出率 支出済額 支出率

科　目 ２７年度 ２６年度 27年度－26年度 支出済額
増 減 率

港 湾 建 設 費 △ 928 △ 25.1

△ 26,542 △ 3.8 △ 1.9

都 市 計 画 総 務 費

街 路 事 業 費 △ 71,281 △ 26.2

下 水 道 事 業 費 △ 3.6

土地区画整理事業費 △ 20,330 △ 10.1 △ 50.6

公 園 費 △ 22.7

景 観 整 備 費

国 土 調 査 費 △ 0.1

住 宅 管 理 費 △ 256 △ 3.1 △ 1.6

住 宅 建 設 費 △ 0.6

住 宅 計 画 総 務 費

△ 52,288 △ 19.9 △ 4.6

△ 52,288 △ 19.9 △ 4.6

常 備 消 防 費

非 常 備 消 防 費

消 防 施 設 費 △ 88,139 △ 41.5

水 防 費 △ 30.6

災 害 対 策 費 △ 12,091 △ 82.5 △ 20.2

△ 465,665 △ 1.7 △ 16.4

△ 0.9

教 育 委 員 会 費 △ 19 △ 0.3 △ 0.7

事 務 局 費 △ 0.7

教 育 指 導 費 △ 2.0

△ 2.2

学 校 管 理 費 △ 4.1

教 育 振 興 費 △ 19,272 △ 1.8 △ 13.9

学 校 建 設 費

△ 96,209 △ 20.9

学 校 管 理 費 △ 21,356 △ 1.1 △ 15.0

教 育 振 興 費

学 校 建 設 費 △ 93,986 △ 37.7

幼 稚 園 費 △ 5.1

△ 421,025 △ 2.0 △ 38.8

生 涯 学 習 総 務 費 △ 6,704 △ 0.2 △ 2.9

生 涯 学 習 振 興 費

教 育 文 化 施 設 費 △ 406,740 △ 2.7 △ 63.8

文 化 財 保 護 費 △ 15,182 △ 1.0 △ 7.7

青 少 年 対 策 費 △ 39.4

景 観 整 備 費

△ 124,370 △ 1.3 △ 17.5

学 校 保 健 費 △ 747 △ 1.2 △ 3.2

学 校 給 食 費 △ 4,617 △ 0.6 △ 1.5

学 校 体 育 振 興 費 △ 586 △ 7.0 △ 5.4

社 会 体 育 総 務 費 △ 2.8

社 会 体 育 振 興 費 △ 1.2

体 育 施 設 費 △ 146,761 △ 45.2

小学校費

中学校費

社会教育費

保健体育費

都市計画費

住宅費

消防費

消防費

教育費

教育総務費
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款 項 目 科 目 名 予算現額 支出済額 支出率 予算現額 支出済額 支出率 支出済額 支出率

科　目 ２７年度 ２６年度 27年度－26年度 支出済額
増 減 率

元 金

利 子 △ 42,826 △ 0.1 △ 9.4

公 債 事 務 諸 経 費 △ 121 △ 29.6 △ 70.3

△ 42,299 △ 1.3 △ 18.6

△ 7,010 △ 2.3 △ 4.6

財 政 調 整 基 金 費 △ 262 △ 0.8 △ 12.2

減 債 基 金 費

国 際 交 流 基 金 費 △ 55 △ 38.6 △ 48.7

九谷焼技能後継者育成基金費 △ 2,000 △ 60.0 △ 99.9

伝統漆器後継者育成基金費 △ 2 △ 28.5 △ 40.0

三森良二郎奨学基金費 △ 138 △ 31.5 △ 43.0

奨 学 基 金 費 △ 7 △ 35.0 △ 50.0

紙谷用水路管理基金費 △ 4 △ 1.5 △ 1.6

山中温泉地域振興基金費 △ 56 △ 29.9 △ 49.6

まちづくり振興基金費 △ 856 △ 19.9 △ 41.6

環 境 基 金 費 △ 202 △ 60.0 △ 99.0

職員退職手当基金費 △ 9,993 △ 0.1 △ 11.1

環境美化ｾﾝﾀｰ施設整備基金費

産業人材育成基金費 △ 33 △ 36.1 △ 47.1

交 通 安 全 基 金 費 △ 19,986 △ 53.3 △ 99.9

学校施設整備基金費 皆増

公 営 企 業 費 △ 35,289 △ 47.3

予 備 費

△ 96,857 △ 1.9 △ 0.3

諸支出金

基金費

歳 出 合 計

※千円単位未満を四捨五入して表示したため、合計額等に一致しない部分がある。

公債費

公債費
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平成 年度 加賀市公営企業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

平成 年度 加賀市病院事業会計決算

平成 年度 加賀市水道事業会計決算

第２ 審査の期間

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで

第３ 審査の方法

各企業会計決算書及びその附属書類について、関係法令及び当該事業会計諸規定に

基づき、企業の財政状態及び経営成績を適正に表示しているかについて検証するため、

関係諸帳票及び資料との照合調査をするとともに、関係部局の説明を聴取し、経営内

容の動向を把握するため係数の分析、年度別の比較検討を加え、審査をおこなった。

第４ 審査の結果

審査に付された各企業会計決算書及びその附属書類については、いずれも関係法令

に準拠して作成されており、その計数は関係諸帳票と符合し、正確であり、当該事業

の当該年度の経営成績及び財政状態はおおむね適正に表示されていると認められた。

各事業における審査意見及び業務概要等は以下のとおりである。
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病院事業会計

１ 決算の概要

（１）経営成績（消費税を除く） 
各病院の本年度の経営成績は次のとおりである。 

（単位：千円）

病　院

科目　　　　　年度
２７年度

当初予定）
２７年度 ２６年度 年度 年度

２７年度
当初予定）

２７年度 ２６年度 年度 年度

経常収益　 △ 

経常費用　

経 常 収 支
△ △ △ △ △ △ △ 

特別利益 （ｃ） △ 

特別損失 （ｄ） △ △ 

当年度純損益
ｃ

△ △ △ △ △ △ 

病　院

科目　　　　　年度
２７年度

当初予定）
２７年度 ２６年度 年度 年度

２７年度
当初予定）

２７年度 ２６年度 年度 年度

経常収益　

経常費用　

経 常 収 支
△ △ △ △ 

特別利益 （ｃ） △ 

特別損失 （ｄ） △ 

当年度純損益
ｃ

△ △ △ △ 

加賀市病院事業 全体） 加賀市民病院

山中温泉医療センター 統合新病院

病院事業の経常収支は、 億 百万円の赤字で対前年比 億 百万円悪化し、純損益で

は、昨年に引き続き退職引当金を計上したため、 億 百万円の赤字となったが、前年度

比では 億 百万円赤字幅が減少した。

加賀市民病院 
経常収益は 億 百万円で、当初の見込額を 億 百万円下回り、前年度比で 百

万円（ ％）の減となった。これは、年度当初、常勤医師は前年度末より 2 名減の 名

及び嘱託医 1 名の総勢 名でスタートし、その後、事業管理者を含め 4 名増員となったも

のの、前期分の入院患者数・外来患者数の落ち込みが大きく影響したためである。

経常費用は 億 百万円で、当初の見込額を 億 百万円下回ったが、前年度比 億

百万円（ ％）の増となった。これは、新病院移転のための委託費や職員の給与費の増

によるものである。

また、特別損失では、今年度も昨年に引き続き、退職引当金等の負債を計上したが、前

年度に比べ 億 百万円減少している。 
純損失は 億 百万円であり、当初の損失見込額を上回ったが、前年度比では 億

百万円赤字幅が減少した。この結果、累積欠損金は 億 百万円となり、前年度比 ％
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増加した。

山中温泉医療センター 
平成 年度からの病院統合に備え、平成 年 月 日より運営形態を指定管理者から

市直営に変更した。その結果、後期分の医業及び保育事業の収支が半期分計上されること

となり、決算規模が前年度と比べ大きく増加した。 
経常収益は 億 百万円で、当初の見込額を 億 百万円下回った。

経常費用は 億 百万円で、当初の見込額を 億 百万円下回った。

純損失は、 億 百万円で、ほぼ見込みどおりであった。

統合新病院 
経常収益は 百万円で、当初の見込額より 百万円減となった。内訳は、統合新病院

の開院までの委託費等の財源として、加賀市民病院と山中医療センターからの分担金及び

負担金を充当した。

経常費用は 百万円で、当初の見込額より 百万円減となった。

純利益は 百万円の黒字となった。

各病院の純損益

 
加賀市民病院は平成 年度から平成 年度までは黒字であったが、昨年度よりの会計

制度の変更の影響と、病院統合に向けての診療制限等により大幅な赤字となった。

△

△

△

△ △ △ △ △

△

△

△

△

△

△

△

単位： 百万円
純損益の推移

加賀市民病院 （百万円）

山中温泉医療センター （百万円）

年度 年度年度 年度 年度 年度
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各病院の累積欠損金の推移

年度 年度 年度 年度 年度 年度

（単位：百万円）

合計 4,064      4,128    4,103    3,971   6,176    6,938

累積欠損金の推移

＊（　）は欠損金の額を意味する。

加賀市民病院

山中温泉医療
センター

加賀市民病院

山中温泉医療
センター

加賀市民病院の医業収益の推移

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

医業収益の推移 （単位：百万円 ）
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（２）資本的収入及び資本的支出（消費税を含む）

各病院の資本的収入・支出の予算額に対する決算額は次のとおりである。

【資本的収入】
（単位：千円）

決算額の予定額

に 対 す る 増 減

【資本的支出】
＊「法」は、地方公営企業法をさす。 （単位：千円）

翌年度繰越額
（法２６条）

資 本 的 収 入

山中温泉医療センター
資 本 的 収 入

収 入 合 計

現計予算額 決算額

資 本 的 支 出

統 合 新 病 院
資 本 的 収 入

　病　院　事　業

　病　院　事　業

加 賀 市 民 病 院

山中温泉医療センター
資 本 的 支 出
統 合 新 病 院

現計予算額 決算額

加 賀 市 民 病 院

資 本 的 支 出

△ 

△ 

△ 

△ 

支 出 合 計

不　用　額

平成 年 月 日の開院後に患者移送、物品移転業務があるため、統合新病院施設整備

費 百万円を翌年度に繰り越した。
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（３）財政状況

本年度末の財政状況は、次のとおりである。

（単位：千円）

２８年３月末 ２７年３月末 増　　　減 ２８年３月末 ２７年３月末 増　　　減

△ 

△ △ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ △ △ △ △ △ 

△ 

２８年３月末 ２７年３月末 増　　　減 ２８年３月末 ２７年３月末 増　　　減

△ 

△ △ △ 

科　　　目
加賀市民病院 山中温泉医療センター

　資　　　　　産

固 定 資 産

流 動 資 産

繰 延 資 産

　負　　　　　債

固 定 負 債

流 動 負 債

　資　　　　　本

自 己 資 本 金

剰 余 金

負 債 ・ 資 本 合 計

繰 延 収 益

科　　　目
統合新病院 病院事業 全体）

借 入 資 本 金

　資　　　　　産

固 定 資 産

流 動 資 産

繰 延 資 産

　負　　　　　債

固 定 負 債

流 動 負 債

　資　　　　　本

自 己 資 本 金

剰 余 金

負 債 ・ 資 本 合 計

繰 延 収 益

借 入 資 本 金

注）千円単位で表示したため、事業貸借対照表の額と一致しない。

また、統合新病院の控除対象外消費税は、その償却額を加賀市民病院の固定資産の償却に含めて計上している。

加賀市民病院では、ハイスピード滅菌器、超音波診断装置、側臥位用手術架台、 コンソ

ール、高圧滅菌器、麻酔器カートサイドレールアーム、移動式診療用照明器の更新等に 百
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万円投資した。 

 山中温泉医療センターでは、内視鏡用高画像モニター、麻酔器カートサイドレール・アー

ム等の更新に 2百万円投資した。 

統合新病院では、建築設備工事等に 52 億 64 百万円、医療機械整備に 21 億 8 百万円、その

他の備品で 54 百万円等の投資により、固定資産が前年度比 79 億 14 百万円増加し、固定負債

も 49 億 58 百万円増加した。 

 

２ 審査意見 

 

次に示す「現金等残高と企業債残高の推移」のとおり、統合新病院建設に伴って、企業

債残高は昨年度に比べ 45 億円増加し 101 億円に達した。また、現金等の残高は昨年度に比

べ 20 億円減少し 8 億円となった。その結果「実質純負債」は昨年度より 47 億円増加し 57

億円となり、今後この債務を病院事業経営の中で負担していくことになる。 

9 12 14 18 19
28

8

55 51 49 52 50
56

101

45
39 35 34 31 28

93

26 21
17 16 14

10

57

-120

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

病院事業会計現金等残高と企業債残高の推移

現金等残高

企業債残高

実質純負債（企業債残高－現金等残高）

交付税措置額を除いた実質純負債

億円

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

 

 

 病院事業において、これまで「病院事業改革プラン」に基づく経営努力により、平成 23 年

度以降加賀市民病院は黒字化し、平成 24 年度からは山中温泉医療センターを含む病院事業全
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体でも黒字化したことは病院関係者の努力の賜物であったと言える。しかしながら、平成

年度では市民病院の経常収益悪化などに加え、会計制度の変更に伴う巨額の特別損失の増大

により、純損益は大幅に悪化し、 億円を超える損失となった。平成 年度では特別損失額

は減少したものの、常勤医師の不足等により経常収支が昨年度より 億 百万円悪化し純損

失は 億 百万円となった。病院統合前の診療患者制限を考慮した当初見込みより、さらに

億 百万円減少しており、この収入の落ち込みは重く受け止めなければならない。

統合新病院建設に係る債務は、今後の病院運営の中で負担していく予定であるが、見込み

通りの財政運営ができるのか強く問いかけなければならない。

言うまでもなくこの統合新病院は加賀市民が待ち望んだものであり、市民の期待も非常に

大きいものがある。市民生活の安心を担保するためにも、医師の招へいをはじめとする様々

な課題を解決し、継続的な安定経営が実現するよう、関係者の更なる努力を期待するもので

ある。

（注） 文中は原則として百万円単位または億円単位で表示し、単位未満は四捨五入した。
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３　参考資料

１ 　患者数推移

　加賀市民病院、山中温泉医療センターの各年度の患者数推移は、次のとおりである。

【加賀市民病院】

　【山中温泉医療センター】   

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

市民病院 患者数推移 （単位：人）

入院患者数 （人）

外来患者数 （人）

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

山中医療ｾﾝﾀｰ 患者数推移 （単位：人）

入院患者数 （人）

外来患者数 （人）
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２ 　職種別職員数

年 月末 年 月末 年 月末 年 月末 年 月末 年 月末 年 月末 年－ 年

管 理 者

医 師

看 護 師 等

薬 剤 師

検 査 技 師

放 射 線 技 師

理 療 技 師 等

栄養士・調理師

事 務 員 等 △ 

年 月末 年 月末 年 月末 年 月末 年 月末 年 月末 年 月末 年－ 年

管 理 者 △ 

医 師

看 護 師 等 △ 

薬 剤 師

検 査 技 師 △ 

放 射 線 技 師

理 療 技 師 等 △ 

栄養士・調理師

事 務 員 等

△ 

①　加 賀 市 民 病 院　

市 職 員 数

（単位：人）

項　　　　　目

②　山 中 温 泉 医 療 セ ン タ ー　

　合　　　　　　計

加賀市民病院

山中温泉医療センター

市 職 員 数

職
　
　
　
　
　
　
種

職
　
　
　
　
　
　
種

　合　　　　　　計

（単位：人）

項　　　　　目
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・加賀市民病院の救急搬送患者について、市内の全搬送患者のうち加賀市民病院に受け入れた患者数は、

平成 年度 人（受入率 ％）と前年度に比較して 人（ ％）増加した。

・山中温泉医療センターでの救急患者の受け入れについては、平成 年度の市内の救急車での受入数は

人で、前年度と比べ 人（ ％）増加した。

（３）　病床数、利用率等の推移

単位
平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

（ ）
平成２７年度

（ ）
年度 年度

（ ）－（ ）

床

床

日

日 △ 

％ △ 

％

％ △ 

日 △ 

単位
平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

（ ）
平成２７年度

（ ）
年度 年度

（ ）－（ ）

床

床

日

日 △ 

％ △ 

％ △ 

％ △ 

日 △ 

（４）　救急搬入数の推移

病床数（一般病床）

病床数（療養病床）

診 療 日 数 （ 入 院 ）

診 療 日 数 （ 外 来 ）

病床利用率（一般）

病床利用率（療養）

病床利用率（ 計 ）

平 均 在 院 日 数

区　　　分

山中温泉医療センター

平 均 在 院 日 数

診 療 日 数 （ 外 来 ）

病床利用率（ 計 ）

病床利用率（一般）

病床利用率（療養）

病床数（一般病床）

区　　　分

病床数（療養病床）

加賀市民病院

診 療 日 数 （ 入 院 ）

加賀市民病院　救急搬入数 （単位：件） （単位：件）

　　　区　分
　
　年　度

時間内 時間外 計
　　　区　分
　
　年　度

時間内 時間外 計

△ 

山中温泉医療センター　救急搬入数
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（５）比較損益計算書

27年度 26年度 27年度-26年度 27年度 26年度 27年度-26年度 27年度 26年度 27年度-26年度

１　医業費用

（1）給与費 皆増

（2）材料費 △ 11,470 △ 1.6 皆増

（3）経費

（4）減価償却費 △ 33,103 △ 13.8 △ 14,740 △ 9.9 △ 47,843 △ 12.3

（5）資産減耗費 △ 853 △ 24.4 △ 1,180 △ 100.0 △ 2,033 △ 43.5

（6）研究研修費 皆増

２　医業外費用 △ 2,351 △ 1.1

（1）支払利息及び
     企業債取扱諸費 △ 8,919 △ 8.5 △ 1,198 △ 10.2 △ 10,117 △ 8.6

（2）患者外給食
     材料費

（3）雑支出

（4）繰延勘定
     償却費

３　看護学校費用 △ 209 △ 0.2 △ 209 △ 0.2

（1）給与費 △ 1,255 △ 1.8 △ 1,255 △ 1.8

（2）経費

（3）研究研修費

（4）支払利息

４　保育施設費用 皆増

（1）給与費 皆増

（2）経費 皆増

５　特別損失 △ 1,442,050 △ 81.2 △ 515 △ 100.0 △ 1,442,565 △ 81.3

（1）過年度損益
     修正損

△ 922 △ 100.0 △ 515 △ 100.0 △ 1,437 △ 100.0

（2）その他特別
     損失

△ 1,441,128 △ 81.2 △ 1,441,128 △ 81.2

小　　計 △ 1,246,577 △ 20.5 △ 315,214 △ 4.9

当年度純利益 △ 550,076 △ 1,739,719 △ 212,083 △ 51,072 △ 161,011 △ 315.3 △ 762,159 △ 1,790,791

合　　計 △ 56,934 △ 1.3

（医業収支） △ 462,256 △ 247,019 △ 215,237 △ 87.1 △ 441,751 △ 297,153 △ 144,598 △ 48.7 △ 904,007 △ 544,172 △ 359,835 △ 66.1

（医業外収支） △ 37,047 △ 13.2 △ 17,655 △ 7.2 △ 54,702 △ 10.4

（看護学校収支） △ 123 △ 9.0 △ 123 △ 9.0

（保育施設収支） △ 26 △ 26 △ 26

経常収支 △ 217,204 △ 252,407 △ 717.0 △ 212,083 △ 50,686 △ 161,397 △ 318.4 △ 429,287 △ 15,483 △ 413,804 △ 2,672.6

特別収支 △ 332,872 △ 1,774,922 △ 386 △ 332,872 △ 1,775,308

当年度純利益 △ 550,076 △ 1,739,719 △ 212,083 △ 51,072 △ 161,011 △ 315.3 △ 762,159 △ 1,790,791

前年度繰越欠損金

当年度未処理欠損金

増減率

借　　方

区　分

加賀市民病院 山中温泉医療センター 病院事業全体

金　額
増減率

金　額
増減率

金　額

27年度 26年度 27年度-26年度 27年度 26年度 27年度-26年度 27年度 26年度 27年度-26年度

１　医業収益 △ 17,440 △ 0.5

（1）入院収益 △ 93,987 △ 4.1 皆増

（2）外来収益 皆増

（3）他会計負担金

（4）その他医業
     収益

皆増

２　医業外収益 △ 39,398 △ 8.1 △ 2,458 △ 0.9 △ 41,856 △ 5.6

（1）受取利息及び
     配当金

△ 175 △ 11.3 △ 19 △ 79.2 △ 194 △ 12.3

（2）補助金 △ 741 △ 41.4 △ 741 △ 41.4

（3）他会計補助金

（4）他会計負担金 △ 7,213 △ 2.2

（5）長期前受金
     戻入

△ 14,264 △ 12.3 △ 947 △ 1.3 △ 15,211 △ 8.0

（6）その他医業
     外収益

△ 17,352 △ 47.8 △ 11,282 △ 32.6 △ 28,634 △ 40.4

３　看護学校収益 △ 332 △ 0.4 △ 332 △ 0.4

（1）他会計負担金 △ 1,227 △ 3.2 △ 1,227 △ 3.2

（2）その他看護
     学校収益

４　保育施設収益 皆増

（1）補助金 皆増

（2）負担金 皆増

（3）その他保育
     施設収益

△ 4 △ 0.7 皆増

５　特別利益 △ 129 △ 100.0 △ 129 △ 100.0

（1）過年度損益
     修正益

△ 129 △ 100.0 △ 129 △ 100.0

合      計 △ 56,934 △ 1.3

金　額
増減率

金　額
増減率

金　額
増減率

（単位：千円、％）

貸　　方

区　分

加賀市民病院 山中温泉医療センター 病院事業全体
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水道事業会計

１ 決算の概要

（１）経営成績（消費税を除く）

本年度の経営成績は、次のとおりである。

（単位：千円） 

本年度は当初大幅な赤字見込額に反して、 百万円の黒字となり、前年度比でも 百万

円の増益となった。

本年度の売上高に相当する経常収益は 億 百万円で、当初の見込額を 百万円上回

わったものの、前年度比では 百万円（ ％）減少した。

給水量を前年度比でみると、年間給水量（有収水量）は ㎥となり前年度比

㎥（ ％）減少した。その結果、給水収益は前年度と比べて 百万円減少した。

給水人口は 人（前年度比 ％減）、給水戸数は 戸（前年度比 ％減）

であり、給水量及び収益はここ数年にわたり減少を続けている。

経常費用は 億 百万円で、当初の見込額を下回り、前年度比 百万円（ ％）減

少した。減少の主な要因は、県営水道の責任水量割合が ％から ％へ軽減されたことな

どにより受水費用が 百万円（ ％減）減少したほか、配水・給水施設の修繕費が

百万円（ ％減）減少したことによるものである。

経常収支は 百万円の黒字であり、前年度比 百万円の増益である。これに特別損失

と退職給付引当金戻し入れ 百万円を含む特別利益等を合計すると、本年度純利益は

百万円となる。

科目
平成27年度

（当初予定損益）
平成2７年度 平成2６年度 27年度―26年度

経　常　収　益　（A) △ 7,711

経　常　費　用　（B) △ 90,026

経常収支　（A）-(B) △ 177,951 △ 63,517

当　年　度　純　損　益 △ 165,856 △ 40,319
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各年度の純損益の推移は、次のとおりである。

近年の給水人口の減少や節水傾向によって、年間給水量（有収水量）がここ 年以上に

わたり減少が続いており、平成 年度からの設備投資による減価償却費の増加等もあって、

平成 年度から平成 年度まで純損失が計上されていたが、平成 年度では受水費用の

減少などにより、黒字に転じた。

（２）資本的収入及び支出（消費税を含む）

本年度の予算額に対する決算額は、次のとおりである。

（単位：千円）

拡張事業において、平成 年度から か年度で建設する活性炭注入施設の建設等で

百万円、国道 号加賀拡幅及び県道加茂バイパス工事に伴う配水管網整備事業で 億

万円、老朽管更新事業では管路 ㎞の事業前倒しを含め 億 百万円を実施し、安全

安心な水道水の供給に努めた。

区分 現計予算額 決算額 翌年度繰越額
決算額の予算
額に対する増減
又は不用額

資　本　的　収　入

資　本　的　支　出

△ △ △

△ △ △

△

千円 純 損 益 等 の 推 移

当期純損益 経常収支 営業収支
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（３）財政状況

本年度末の財政状況は、次のとおりである。

 
本年度の投資としては、拡張事業で、基幹水道構造物の耐震化事業や国道 号加賀拡幅

に伴う配水管網の整備を実施した。また、七日市ポンプ場の機械設備の更新や老朽管の更

新を実施した。

本年度の企業債借入額は 億 百万円で、前年度比 百万円の増となり、本年度末の企

業債残高は 億 百万円と前年度比 億 百万円の増加となった。

科　　目 平成２８年３月末 平成２７年３月末 増　　　減 科　　目 平成２８年３月末 平成２７年３月末 増　　　減

(1)資　　　産 (2)負　　　債

固 定 資 産 △ 142,197 固 定 負 債

流 動 資 産 流 動 負 債 △ 29,008

繰 延 勘 定 △ 3,201 繰 延 収 益

(3)資　　　本

資 本 金

剰 余 金

資　　　　産
合　　　　計

負 債 ・ 資 本
合 計

（単位：千円）
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２ 審査意見 

  

 企業債残高は増え続けており、交付税措置と手持ち資金を考慮した実質純負債も増加傾向

にある。純損益では、今年度当初見込で 1億 66 百万円の赤字を見込んでいたものの、決算額

ではわずかに黒字となった。その結果、現金等残高が 1億 29 百万円増加し、実質純負債は昨

年とほぼ同額となった。 

 

今年度は、経営成績の項で示したが、県水受水費用の低減と漏水修理での大口修繕が減少

したため小幅な黒字となったが、本業での営業収支は昨年度に比べ 73 百万円増加している

ものの、今回の事業収支の黒字は経営努力と言うより、受水費用などの経費節減により、

好条件が重なったものと認識しておかなければならない。 

 

今後の事業計画によれば、九谷ダム湖で発生する藻類による異臭味対策として、平成 27

年度から実施している「活性炭注入施設」の建設、老朽配水管及び鉛給水管の更新事業や、

今後予定される老朽化が著しい山中配水池等の耐震化工事等も引き続き行われるため、翌

9 10 9

26

13 17 19

114 114 116

137 138 139 140

105 104 107 111

125 122 121

103 103 106
110

124 121 121

-160

-140

-120

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

水道事業会計現金等残高と企業債残高の推移

現金等残高

企業債残高

実質純負債（企業債残高－現金等残高）

交付税措置額を除いた実質純負債

億円

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
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年以降も企業債残高は高い水準で推移することが想定されている。

水道水の安定供給のためには、ある程度の継続的な投資はやむを得ないものと考えるが、

過大投資にならないよう長期的な視野に立った計画的な施設整備に努められたい。 

営業収益面では、近年の人口減少や家庭用・業務用を含めた節水器具の普及により、給

水量がここ 年以上にわたり減少しており、期待されていた北陸新幹線金沢開業による効

果も今のところ限定的である。将来的にも給水量の増加が見込めないことは、平成 年

月に策定した「加賀市水道事業ビジョン」に既に示されているところである。

平成 年度を目途に上記「水道ビジョン」を再検証するとの事であるが、先に策定した

同ビジョンでは明確に収入不足が指摘されており、その傾向は変わらない。再検証は予定

されていたとは云え、それによって本来なすべき施策が先送りになることの無いよう、早

急に対策を検討すべきである。

恒常的な収入不足であることは明白な事実であり、今後の継続的な事業実施に何が必要

か、重要課題は何なのかを市民に示し、健全経営を目指した施策を推進して頂きたい。

（注） 文中は原則として百万円単位で表示し、百万円未満は四捨五入した。
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３ 参考資料

（１）業務状況

各年度の業務状況は、次のとおりである。

増減率 全国平均

（％） （H26年度）

給 水 人 口 人 △ 819 △ 1.2

給 水 世 帯 世帯 △ 192 △ 0.7

配 水 量 ㎥

㎥

㎥ △ 577,152 △ 9.2

％

有 収 水 量
（ 給 水 量 ）

㎥ △ 154,897 △ 1.4

無 収 水 量 ㎥ △ 77,709 △ 23.5

無 効 水 量 ㎥

有 収 率 ％ △ 3.4 △ 3.8

無 収 率 Ｅ/Ｃ ％ △ 0.7 △ 25.9

無 効 率 ％

円/１㎥ △ 6.24 △ 3.1

円/１㎥

※有収率は配水された浄水のうち料金として徴収される水量（有収水量）の割合。高いほどよい。

※無収水量は給水量のうち料金徴収の対象とならなかった水量。

27年度－26年度平成２６年度平成２５年度

　　うち　自己水源量　

　配水量、県水受水量、有収水量の推移 （単位：千㎥)

項　　　　　目 単位 平成２７年度

　　うち　県水受水量　

円

供 給 単 価

※無効水量は配水量のうち漏水、その他損失とみられる水量。

※全国平均は総務省自治財政局編　地方公営企業年鑑　水道事業集計表(法適用）総計より 

自己水源量/配水量　

給 水 原 価

　　　　　　県水１㎥単価　

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ H２７

配水量 （千㎥）

有収水量 （千㎥）

県水受水量 （千㎥）
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（２）予算執行状況

本年度の予算執行状況は、次のとおりである。

 

①収益的収入及び支出（消費税を含む）

当初予算額 補正予算額
＋流用額

地 方 公 営 企
業 法 第 条
第 項の規定
による繰越額

現計予算額 決算額

地方公営企
業法第 条
第 項の規定
による繰越額

決算額の予算額
に対する増減又
は 不 用 額

執行率

△ 9,521

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益 △ 11,271

営 業 費 用 △ 30,647

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

差引額(A)-(B)　 △ 88,123 △ 13,781 △ 3,504 △ 105,408

②資本的収入及び支出（消費税を含む）
（単位：千円、％）

当初予算額 補正予算額

地方公営企
業法第26条
の規定による

繰越額

現計予算額 決算額
翌年度
繰越額

決算額の予算額
に対する増減又
は 不 用 額

執行率

△ 12,087 △ 37,844

企 業 債 △ 32,200

工 事 負 担 金 皆増

他 会 計 出 資 金 △ 2,000

他 会 計 補 助 金 △ 1,348

他 会 計 負 担 金 △ 12,046

国 庫 支 出 金 △ 10,739

固定資産売却収入 皆増

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

開 発 費

出 資 金

予 備 費

過年度補助金等返納金

差引額(a)-(b)　 △ 673,617 △ 14,877 △ 2,679 △ 691,173 △ 686,964

区　　　　分

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

（単位：千円、％）

区　　　　分

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出
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（３）経営成績（消費税を含まず）

各年度の経営成績は、次のとおりである。

・経常収益を性質別にみると、次のとおりである。

 

（単位：千円、％）

△ 21,228

営 業 収 支

営 業 外 収 支 △ 94,412△ 85,329

△ 40,319
当 年 度 純 損 益

（A)-(B)+（C）-(D)

△ 64.0

特 別 損 失 △ 8,603 △ 86.2

特 別 利 益

△ 91,483

△ 3.6

経 常 収 支 △ 63,517

経 常 費 用 △ 90,026

△ 4.2

営 業 外 費 用

営 業 費 用

２７年度－２６年度

経 常 収 益 △ 7,711 △ 0.3

営 業 外 収 益

増減率

営 業 収 益 △ 18,251 △ 0.8

科　　　　目 平成２６年度平成２７年度

△ 

雑 収 益

△ 計

△ 

国 県 補 助 金 －

△ 

給 水 加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

一 般 会 計 補 助 金

そ の 他 営 業 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

△ 

金　　　額 構成比

△ △ 

△ 

受 託 給 水 工 事
収 益

給 水 収 益

科　　　　　目
金　　　額 増減率金　　　額

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 ２７年度－２６年度
構成比 金　　　額 構成比

（単位：千円、％）
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・経常費用を性質別にみると、次のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：千円、％）

平成２７年度 ２７年度－２６年度

科　　　　　目

平成２５年度 平成２６年度

金　　　額 構成比 金　　　額 増減率構成比 金　　　額 構成比 金　　　額

△ △ 

△ 

職 員 給 与 費

県 水 受 水 費 △ 

△ 

材 料 費

△ 

減 価 償 却 費

△ 

修 繕 費

支 払 利 息

動 力 費

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

薬 品 費

路 面 復 旧 費 △ △ 

△ 計 △ 

そ の 他 費 用

受 託 工 事 費

材 料 売 却 原 価
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（４）水道料金の収納率推移

 
（５）企業債借入、償還・未償還残高の推移

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項　　　　　目 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 年度－ 年度

年 度 内 借 入 額 △ 

年度内元金償還額

年度末未償還残高

（単位：億円）

（単位：億円）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

年度内借入額 年度内元金償還額 年度末未償還残高

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

現年度分（ 月末）

現年度分（ 月末）

滞納分

合計

）
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（６）比　較　損　益　計　算　書

平成２７年度 平成２６年度 ２７年度－２６年度 増減率

１ △ 91,483 △ 4.2

原 水 及 び 浄 水 費 △ 52,188 △ 6.6

配 水 及 び 給 水 費 △ 57,037 △ 28.5

受 託 給 水 工 事 費

業 務 費 △ 194 △ 0.2

総 係 費 △ 25,884 △ 33.1

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ 4,322 △ 29.1

そ の 他 営 業 費 用

２

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 5,706 △ 2.1

繰 延 勘 定 償 却 △ 3,040 △ 48.7

雑 支 出

３ △ 8,603 △ 86.2

過 年 度 損 益 修 正 損 △ 1,566 △ 53.3

そ の 他 特 別 損 失 △ 7,037 皆減

△ 98,629 △ 4.0

△ 40,319

△ 28,939 △ 1.2

① 営業収支                   

② 営業外収支　 　  　  　　 　 △ 85,329 △ 94,412 △ 9.6

③ 経常収支（①＋②)　　　   △ 63,517

④ 特別収支 △ 12,625 △ 54.4

当年度純利益 （③+④） △ 40,319

前年度繰越利益剰余金 皆増

その他未処分利益剰余金変動額 △ 2,193,903 皆減

当年度未処分利益剰余金 △ 1.4

科　　　　　　　　目
借　　　　　　　　　　　　　　　方

営 業 費 用

合 計

営 業 外 費 用

特 別 損 失

小 計

当 年 度 純 利 益

平成２７年度 平成２６年度 ２７年度－２６年度 増減率

１ △ 18,251 △ 0.8

給 水 収 益 △ 26,262 △ 1.2

受 託 給 水 収 益 △ 48 △ 6.1

そ の 他 営 業 収 益

２

受 取 利 息 及 び 配 当 金

一 般 会 計 補 助 金 △ 1,752 △ 17.8

国 県 補 助 金

給 水 加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

３ △ 21,228 △ 64.0

固 定 資 産 売 却 益 △ 409 △ 58.7

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益 △ 20,819 △ 64.1

△ 28,939 △ 1.2

（単位：千円、％）

科　　　　　　　　目
貸　　　　　　　　　　　　　　　方

営 業 収 益

合 計

営 業 外 収 益

特 別 利 益



－ 57 －

発 加 監 第 ４ ４ 号

平 成 ２８年 ８月 １９日

加賀市長 宮 元 陸 様

加賀市監査委員 浅 井 廣 史

加賀市監査委員 林 俊 昭

財 政 健 全 化 判 断 比 率 審 査 意 見 及 び

公営企業会計資金不足比率審査意見 について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 年法律第 号）第 条第 項及

び第 条第 項の規定に基づき審査に付された平成 年度決算に基づく健全化判断比

率及び公営企業会計の資金不足比率並びに、それらの算定の基礎となる事項を記載した

書類を審査したので、次のとおりその意見を提出します。
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平成 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率審査意見

第１ 審査の対象

平成 年度決算に基づく健全化判断比率及び公営企業会計の資金不足比率

並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類

第２ 審査の期間

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで

第３ 審査の方法

健全化判断比率及び各公営企業会計の資金不足比率並びにそれらの算定の

基礎となる事項を記載した書類が関係法令の規定に沿って作成されているか

に意を用い、担当職員の説明を聴取するなどの方法により審査を行った。

第４ 審査の結果

１ 健全化判断比率

（１）総合意見

審査に付された平成 年度決算に基づく健全化判断比率及びその算定の基礎と

なる事項を記載した書類は、関係法令等に照らし審査したところ、適正に作成され

ているものと認められた。

健全化判断比率
①

実 質 赤 字 比 率

②
連結実質赤字比率

③

実質公債費比率

④

将 来 負 担 比 率

平 成 ２ ７ 年 度 ― ― ９．０％ ７２．９％

参 考 黒字比率 ４．９４％ 黒字比率２２．５５％

早 期 健 全 化

基 準
１２．５７％ １７．５７％ ２５．０％ ３５０．０％

財 政 再 生

基 準
２０．００％ ３０．００％ ３５．０％

※実質赤字比率欄及び連結実質赤字比率欄の「―」は、赤字が無いことを表す。

①実質赤字比率 一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

②連結実質赤字比率 全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

③実質公債費比率 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

④将来負担比率 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率
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（２） 個別意見

①  実質赤字比率について

平成 年度一般会計等の決算収支において実質赤字額はなく、早期健全化基準

の数値を下回っている。

②  連結実質赤字比率について

平成 年度全会計の決算収支において連結実質赤字額はなく、早期健全化基準

の数値を下回っている。

③  実質公債費比率について

平成 年度実質公債費比率は ％であり、早期健全化基準の ％と比較する

とこれを下回っている。

（３） 将来負担比率について

平成 年度の将来負担比率は ％となっており、早期健全化基準の ％と

比較するとこれを下回っている。

２ 資金不足比率

（１）総合意見

審査に付された平成 年度決算に基づく各公営企業会計の資金不足比率及び

その算定の基礎となる事項を記載した書類は、関係法令等に照らし審査したところ、

適正に作成されているものと認められた。

特別会計の名称 資金不足比率（％） 経営健全化基準

加 賀 市 下 水 道 事 業 特 別 会 計 ―
（参考：剰余比率 ）

２０．０％

加賀市土地区画整理事業特別会計 ―
（参考：剰余比率 ）

２０．０％

加 賀 市 病 院 事 業 会 計 ―
（参考：剰余比率 ）

２０．０％

加 賀 市 水 道 事 業 会 計 ―
（参考：剰余比率 ）

２０．０％

※資金不足比率欄の「―」は、資金不足がないことを表す。

※資金不足比率…公営企業会計ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率

（２）個別意見

平成 年度決算に基づく資金不足比率は、各公営企業会計に資金不足がないため、

経営健全化基準の ％を下回っている。


